
 次のとおり企画提案書の提出を招請する。 

 なお、この公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達に係るものである。 

  平成29年６月16日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

１ 工事概要 

(１) 工事名 大船渡漁港海岸高潮対策（細浦地区水門その２）工事 

(２) 工事場所 岩手県大船渡市末崎町地先 

(３) 工事内容 水門製作・据付 １式 

ア 形式 起伏式フラップゲート 

イ 純径間 32メートル 

ウ 有効高 12メートル 

エ 設置数 １門 

(４) 工期 888日間 

(５) 選定方式 本工事は、企画提案書の提出者から受けた提案を、３(１)に示す評価基準に基づき審査し、最も優れた提案を

行った者を受注候補者として選定するものである。 

２ 参加表明書の提出者に要求される資格 

(１) ２者の構成員からなる任意に結成された特定共同企業体又は単体有資格者であること。 

(２) 特定共同企業体の各構成員又は単体有資格者は、次に掲げる要件を満たしていること。ただし、単体有資格者にあっては

、シの要件を除く。 

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項及び第２項各号の規定のいずれにも該当しない者であるこ

と。 

イ 建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第３条第１項の規定による許可を受けていること。 

ウ 法第27条の23第２項に規定する経営事項審査を受けていること。 

エ 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しくは再生手続開始の申立てがなさ

れている者（同法第33条第１項の規定による再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成14年法律第

154号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがなされている者（同法第41条第１項

の規定による更生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

オ 破産法（平成16年法律第75号）に基づき破産手続開始の申立てをしている者又は破産手続開始の申立てがなされている者

でないこと。 

カ 岩手県暴力団排除条例（平成23年岩手県条例第35号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又

はこれらと密接な関係を有する者でないこと（アに規定する者を除く。）。  

キ 特定調達契約に該当する県営建設工事の請負契約に係る一般競争入札参加者の資格等に関する規程（平成８年岩手県告示

第427号）第３条第２項の審査を受け、鋼構造物工事の資格基準に適合すると認められている者であること。  

ク 参加表明書の提出の日から１に示した工事の請負契約の相手方の決定の日までの間に、岩手県から県営建設工事に係る指

名停止等措置基準に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。  

ケ 本件手続に参加しようとする者のうちに資本関係又は人的関係がある者がいないこと（資本関係又は人的関係がある者同

士が、１つの特定共同企業体を任意に結成している場合を除く。）。 

コ １に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本関係若しくは人的関係がある者でないこと。 

サ 参加表明書の提出の日から１に示した工事の請負契約の相手方の決定の日までの間に、１に示した工事の請負に必要とさ

れる建設工事の種類について、法第28条第３項又は第５項の規定に基づき岩手県（１に示した工事の請負に当たって岩手県

の区域外での工事の施工等を要するときは、その都道府県）の区域内における営業の停止を命ぜられた者にあっては、当該



営業の停止の期間が経過している者であること。 

シ 特定共同企業体の構成員は、当該特定共同企業体以外の特定共同企業体の構成員又は単体有資格者として本件手続に参加

することはできないこと。 

(３) 特定共同企業体の代表となる構成員（以下「代表者」という。）又は単体有資格者は、次に掲げる要件を全て満たしてい

る者であること。ただし、単体有資格者にあっては、エの要件を除く。 

ア 平成14年４月１日以降に、元請として河川又は海岸における堰
せき

、水門、樋
ひ

門又は陸閘
こう

に係るゲート設備の製作及び据付

工事（新設又は更新工事に限る。）を施工した実績を有すること（特定共同企業体の構成員として施工した工事については

、代表者として施工した場合のものに限る。）。 

イ 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を１に示した工事に配置することができること。なお、製作工事及び

据付工事において同一の技術者の配置を認めるものとする。 

(ア) 一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

(イ) 製作工事に係る技術者にあっては、平成14年４月１日以降に、元請として河川又は海岸における堰
せき

、水門、樋
ひ

門又

は陸閘
こう

に係るゲート設備の製作工事（新設又は更新工事に限る。）を施工した経験を有する者であること。 

(ウ) 据付工事に係る技術者にあっては、平成14年４月１日以降に、元請として河川又は海岸における堰
せき

、水門、樋
ひ

門又

は陸閘
こう

に係るゲート設備の据付工事（新設又は更新工事に限る。）を施工した経験を有し、据付工事の予定時期の期間

に専任で配置させることができる者であること。 

(エ) 鋼構造物工事業に関する監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者であること。  

(オ) 代表者又は単体有資格者が、企画提案書の提出の日において雇用している者であること。  

ウ 法に基づき鋼構造物工事業の特定建設業許可を受けていること。  

エ 構成員のうちで出資比率が最大であること。 

(４) 特定共同企業体の代表とならない構成員（以下「非代表者」という。）は、次に掲げる要件を全て満たしている者である

こと。 

ア 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を１に示した工事に配置することができること。なお、製作工事及び

据付工事において同一の技術者の配置を認めるものとする。 

(ア) 一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

(イ) 非代表者が、企画提案書の提出の日において雇用している者であること。 

イ 出資比率が30パーセント以上であること。 

３ 企画提案の評価に関する事項 

(１) 評価基準 １に示した工事に係る企画提案に対する評価は、次に掲げる評価項目について企画提案を受け付け、各提案項

目を総合的に評価して受注候補者を選定するものとする。 

ア 見積価格 

イ 施工計画等 

ウ 起伏式フラップゲートの作動の確実性の確保 

エ 維持管理 

(２) 審査の実施  

ア 受注候補者の選定のための審査は、農林水産部漁港漁村課企画提案選定委員会（以下「選定委員会」という。）において

、(１)に示した評価基準に基づき行う。 

イ 選定委員会は、企画提案書の審査を実施する。 

４ 手続等 

(１) 担当部局 郵便番号020-8570 岩手県盛岡市内丸10番１号 岩手県農林水産部漁港漁村課海岸担当 電話番号019-629-

5830 



(２) 実施要領等の交付期間及び交付方法 

ア 交付期間 この公告をした日から平成29年７月27日(木)まで 

イ 交付方法 岩手県公式ホームページ（http://www.pref.iwate.jp/nyuusatsu/sonota/）に掲載する。 

(３) 参加表明書等の提出 

ア 本件手続への参加を表明する者は、参加表明書及び参加資格確認調書（以下「参加表明書等」という。）を提出すること

。 

イ 特定共同企業体として本件手続への参加を表明する者は、参加表明書等のほか、特定共同企業体協定書の写しを提出する

こと。 

(４) 参加表明書等の提出期限、提出場所及び提出方法 

ア 提出期限 平成29年７月３日(月)午後５時（受付期間は、同年６月16日(金)から同年７月３日(月)までの岩手県の休日に

関する条例（平成元年岩手県条例第１号）に規定する県の休日（以下「休日」という。）を除く日の午前９時から午後５時

まで） 

イ 提出場所 (１)の場所 

ウ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限る。）すること。ただし、郵送の場合は、アの提出期限までに到達したものに限

り受け付ける。なお、提出した参加表明書等は、返却しない。また、平成29年７月３日(月)正午を経過した時以後は、提出

書類の全部又は一部の差替え又は再提出は認めない。 

(５) 企画提案書の提出 参加表明書等を提出した者のうち、２に示す資格要件を満たしていることが確認された者は、企画提

案書を提出すること。 

(６) 企画提案書の提出期限、提出場所及び提出方法 

ア 提出期限 平成29年７月27日(木)午後５時（受付期間は、同月10日(月)から同月27日(木)までの休日を除く日の午前９時

から午後５時まで） 

イ 提出場所 (１)の場所 

ウ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限る。）すること。ただし、郵送の場合は、アの提出期限までに到達したものに限

り受け付ける。なお、提出した企画提案書は書換え、引換え又は撤回をすることができない。 

５ その他 

(１) 手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 

(２) 手続における交渉の有無 無 

(３) 契約保証金 納付すること。ただし、会計規則（平成４年岩手県規則第21号）第113条第１項各号に掲げる担保の提供を

もって契約保証金の納付に代えることができる。また、同規則第112条第１号又は第２号に掲げる場合は、契約保証金の納付

を免除する。 

(４) 契約書作成の要否 要 

(５) １に示した工事に直接関連する他の工事の請負契約を１に示した工事の請負契約の相手方との随意契約により締結する予

定の有無 無 

(６) 契約の締結 この公告に係る契約は、岩手県議会において、当該契約に係る議案が可決されたときをもって締結する。 

(７) 関連情報を入手するための照会窓口 ４(１)に同じ。 

(８) 手続への参加に要する費用 本件手続に参加することを希望する者の負担とし、本件手続が中止された場合であっても、

当該費用は、補償しない。 

(９) その他 詳細は、実施要領等による。 

６ Summary 

 (１) Subject matter of the contract: 

Construction work on floodgates ２ in Hosoura District to protect Ofunato Fishing Port from  



high coastal tides 

(２) Time-limit to express interests: 

5:00 p.m., 3 July, 2017 

(３) Time-limit for the submission of proposals: 

5:00 p.m., 27 July, 2017 

(４) Contact point for documentation relating to the proposal: 

Fishing port fishing village Division, Department of Agriculture, Forestry and Fisheries, Iwate  

Prefectural Government, 10-1 Uchimaru, Morioka-shi, Iwate 020-8570, JAPAN TEL019-629-5830 
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